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研究ノート

Abstract：In regard to “differences between vocational education and liberal arts （ordinary） education” discussed in a 
previous article, this paper summarizes how to organize the content of achievement tasks, based in particular on the 
consideration of  “differences in educational objectives and achievement goals.” Looking at the syllabus of higher education 
in Japan, in many cases the achievement tasks and evaluation are written very simply compared to those in Europe and the 
United States. This makes it difficult for learners to understand what and how to learn. The content of the task to be achieved 
naturally suggests the content of the learning support in the class. Moreover, we consider how to evaluate the achievement of 
the achievement task （method of measuring learning effect）, referring to OSCE and others. Accomplishment tasks in 
vocational education are must-achieve tasks. In that sense, while the purpose is important, what （target）, what is used 
（tools）, how it is to be executed （ability/competence）, and what kind of evaluation method is used to issue a diploma are 

important issues to confirm.

Key Words：Vocational education, educational evaluation, achievement tasks, vocational school, recurrent education, 
OSCE

抄録：本稿は、前稿の「職業教育と教養（普通）教育の違い」の中で、特に「教育目的や達成課題における違い」
に関する考察を踏まえて、達成課題の内容の整理の方法についての考察をまとめてみた。我が国の高等教育での
シラバスを見ると、この達成課題や評価に関しては、欧米のそれと比べて極端に簡潔に書かれている場合が多
い。これでは、学習者は、この科目で何を学ぶのか達成課題が見えない。達成課題の内容は当然、授業における
学習支援の内容を示唆することになる。その上でその達成課題への到達をどう評価するか（学習効果の測定方
法）に関して、OSCE（オスキー）などにも触れつつ考察した。職業教育における達成課題は必達課題である。そ
の意味で、目的も重要だが、何（対象）を、何を用いて（道具）どう実行する（能力・力量）のか、それを修得
しているとしてディプロマを出すには、どの様な評価方法で確認するのかは重要な課題である。

キーワード：職業教育、教育評価、達成課題、専門学校、リカレント教育、オスキー（OSCE）
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１．問題の所在
職業教育における教育目的と達成課題に関する概
要は、本稿その１で触れたとおりである １）。この点
に関し、本稿では、特に職業教育の達成課題の内容、
達成課題の達成（度）評価の方法、などに関して触
れる。
達成課題の内容、評価の方法などに関しては、本
来はシラバスで受講者に解りやすく表現されていな
ければならない。特に評価（学習効果測定）の内容
や方法に関しては、受講生はそれをクリアするため
に学ぶのだから、その内容や方法は、「職業教育」と
いう観点からいえば、ディプロマの信用にかかわる
重要な事項である。
「職業教育」は、当該の職業において職務を遂行す
ることを前提とする学習支援（教育）である。この
点において多くの大学等で行われているような一般
（教養的）教育とは達成課題の内容も、達成への要求
水準も、その評価方法も異なる。

１）その職業は「何をする」職なのか。
「職業」に関して説明する際、多くの場合は「どう
いう職業か」と表現される場合が多い。その職業に
従事する人が「何をする（何ができる）」のか、「普
通の人にはできない特別の何ができる」のかを表現
している場合は少ない。この「どういう」の中に、
「何をする」という意味が含まれる場合もあるが、
「どういう分野でどういう意義のある」等、いささか
抽象的な表現に留まるものが多い。
例えば、「パティシエの養成」と表現されていれ
ば、おいしいいケーキやデザートを作ってくれる人
という想像はするが、実際に何をどうするのかは、
普通は理解できない（説明できていない）。
「職業教育」として考えていくならば、これでは研
究もできないし、学習支援を行うのも難しい。しか
し、日本の多くの職業教育においては、この辺の内
容が曖昧になっている場合が多いというのが問題で
ある。

２）職務内容分析の重要性
「職業教育」を前提にして「職業レベル」で「何を
するのか」を適切に理解するには、その職務内容の
分析（的説明）が必要である。単に「パティシエは

ケーキやデザートを創る。」だけでは不十分で、〇〇
〇等の素材を、◇◇◇（道具）を使って、△▽△（技
術や技能を含む）をするなどと、具体的な説明が必
要である。さらに細かく言えば、〇〇〇や◇◇◇や
△▽△の具体的な内容が出てくるだろう。これらの
内容に関しても、一定のレベルまでは、業界共通の
内容として分析可能であり、言語化して説明できる
部分であるはずだ。しかし、あるレベルから先は分
析もしにくいし、言葉では表現しにくい（出来ない）
部分もあるであろう。言わば Art（職人技と表現さ
れる場合も多い）としての内容部分である。
一部の職業教育においては、この Artという側面

を大きく見で言語化して説明しない傾向がある。そ
うなると結局「自分で観察して体で覚えろ」の様に
なってしまいがちである。しかし、これでは職業教
育とも学習支援ともいえない、あるいは極めて不十
分である。

３）職業教育の達成課題
職業教育における達成課題は、まさに、この〇〇
〇（素材）や◇◇◇（道具）や△▽△（技術・実行
能力）の内容を細かく分析し、それを系統的に修得
することによって、一定に基準に達する職務を遂行
できるようになることである。勿論、そのためには、
〇〇〇や◇◇◇や△▽△の背景となる知識や論理の
習得は当然のこととなる。これらの修得の過程（学
習）を総合的かつ統合的に支援するのが「職業教育」
である。
日本の職業教育（学習支援）に関しては、この修
得過程が「背景となる知識」に偏り（論理も欠いて
いる場合も少なくない）、〇〇〇や◇◇◇や△▽△
の現物や技術が疎かになる傾向が強い（実習、実技
教育の比重が低い）。〇〇〇という素材を言葉で
知っていても現物を見分けられなければ意味はな
い。現物を見分けて扱えるとしても、その現物の質
を判定できなければ有効な職務の遂行（良い仕事）
は出来ない。◇◇◇（道具）に関しても同様であり、
使えるというだけではなく、道具の良しあしを見極
められなければ、良い仕事は出来ない。△▽△（技
術等）においても然りである。
この様に、達成課題が〇〇〇や◇◇◇の現物の扱
いや△▽△の行使ではなく、関連する用語や背景と
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なる知識などに偏るという現象がなぜ起きているの
であろうか。これには諸説あるだろうが、此処では
以下の５点を上げておく。
①�．社会全体の職業観が、その職に就く人は、「※※
※ができる。」というしっかりしたイメージを持
てないからである ２）。

②�．個々の職業分野においても、当該職業における
達成課題に向けての〇〇〇（素材）や◇◇◇（道
具）や△▽△（技術）の分析が不十分だからであ
る。日本では、この基準が業界共通の理解として
標準化・共有化されている例は、多くない。
③�．②が曖昧なせいもあるが、その内容を教育して
いく時の（学校等の教育）設備等が、現実の職業
レベルに達していない場合が多いからである。
（設備があっても、現実よりかなり遅れて設備で
ある場合が少なくない。）
④�．②の不十分さは、当然、学習支援の内容や方法
の貧弱さにつながっているので、折角の仕事の面
白さなどが適切に修得されないなど、教育方法上
の問題がある。
⑤�．職業教育に従事する教員自身が、知識偏重教育
に振りまわされる傾向もあり、〇〇〇（素材）や
◇◇◇（道具）や△▽△（技術）すべてで一定の
レベルに達し（どれかでは Artレベルに達し）て
いる人が少ないからである ３）。

４）達成課題への到達評価
前項の⑥に該当するともいえるが、特に大きな課
題は、『評価』（学習効果測定）の内容や方法の問題
である。職業教育としては、達成課題に到達できる
ように学習支援を行うのであるから、当然、到達で
きているかどうかを評価できなければならない。し
かもその評価基準は、当該職業分野の職業人（のみ
ならず、一般の人から見ても一定の理解が可能な）
に共通理解されうる客観的な合理性を持った技術を
含むものでなければならない。
日本の職業教育では、この部分がペーパー（知識
習得）試験での「国家試験」等に矮小化されてし
まっている。ペーパー試験では〇〇〇（素材）や◇
◇◇（道具）に関する知識はある程度は、評価でき
るとしても、その扱い方や△▽△（技術）や実行能
力は測定できない（あるいは、極めて難しい）。これ

を強引に知識があれば実行できるという論理を押し
通すので、資格を持っていても実行できないぺ－
パードライバー・レベルにとどまってしまうケース
が多くなる。結果として、実務には通用しない「職
業教育」になってしまっている例が少なくない。

２．�職業教育における達成課題  �
・・デュプロマ・・が持つ意味

１）達成課題は必達課題
「職業教育」では達成課題は必達である。なぜか。
職業は消費者に直結しているからである。職業での
実際の仕事は、直接「人＝顧客・消費者」と向き合
うものが多い。直接向き合わないで製品を作ると
か、企画するとかであっても、最終的には消費者が
消費してくれないと職業自体が成り立たない。つま
り、仕事はほとんどの場合、直接間接に消費者に責
任を負っている。従って「職業教育」では、卒業生
がその責任を全うできるように育てなければならな
い。それが「達成課題」必達という事である。
言い換えれば、「職業教育」における「授業」（や
学校）は、卒業生の品質保証を通じて、（就職先等の
企業などに対してと同様に）顧客や消費者に対し、
責任を負っている（養成責任） ４）。工業製品では、製
造物責任法によって、製造者責任は明文化されてい
る。論理的には養成責任も同様である。
日本の学校は（ほとんどの場合）卒業生の力量等
に全く責任を負わない。教育も業務である以上、こ
れはとても不思議な事である。学校のブランドや達
成課題を大切にする欧米の主流の大学等は、卒業生
の力量保証にかなり敏感である（一定の基準に達し
なければ卒業させない）。ある意味では、企業にコン
プライアンスが求められるのと同様に、学校に関し
ても力量不足にも拘わらすディプロマを出すという
のは、コンプライアンス違反であるとも言えよう。

２）職業教育におけるディプロマ
では、職業教育におけるディプロマとしてはどの
ような内容が想定されるのであろうか。
これに就いて３つの資料からみてみる。

①　文部科学省の資料から
文部科学省の資料としては、『「個人の能力と可能
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性を開花させ、全員参加による課題解決社会を実現
するための教育の多様化と質保証の在り方」につい
て（平成28年５月中央教育審議会答申）』（専門職大
学答申）の中で、養成すべき「専門職」の人材像と
して、以下の三つの視点を上げている。
① 企業等の中で果たす役割からみた
② 個々の職業人としての観点からみた
③ 我が国経済社会の中で果たす役割からみた
その中でも特に①では、具体的な期待する役割と
して、次のように指摘されている ５）。
〇�生産・サービスの現場で中核的な役割を担う人材
等として
・�生産・サービスの工程の改善やこれに通じた生
産性の向上

・�高度な技術や洗練された技術・ノウハウによる
優れた商品・サービスの提供など

〇�その専門性をもって、自ら事業を営み、又はこれ
を補佐する人材として
・�新たな付加価値の創造、これを生かした新しい
商品・サービスの考案

・�新規事業の創出、強みのある製品・サービスを
活かした新規市場の開拓など

さらに、② 個々の職業人としての観点から見た人
材像、として「これからの職業人は、産業・就業構
造の転換や職業の盛衰など、変化の激しい経済社会 

の中で、自立した職業人として、積極的・能動的に、
自己のキャリア形成を図っていくことを、ますます
求められるようになる。新たな高等教育機関では、
生涯にわたる職業生活を通じ、社会経済の変化に対
応しつつ、継続的にスキルアップを図りながら、自
らのキャリアを主体的に切り拓いていける人材を養
成することが、特に重要になると考えられる ６）。」と
し、単に産業界からの要望のみならず、職業人の観
点からもその必要性について述べている点も注目さ
れる。この点については、答申の第１章でも、「個々
の職業人にあっては、自己の従事する職業における
専門性の高度化とともに、複雑・困難な課題に対応
できる実践力の強化を求められる状況にある。 ７）」
としており、〇〇〇（素材）や◇◇◇（道具）や△
▽△（技術）のレベルすべてで一定に基準に達する
だけではなく、新たな開発能力の必要性を指摘して
いる。

しかし、そもそも使い捨てを前提とするに近い
（『人間ではない』、人的資本ですらない）『人材』と
いう便利な用語で道具扱いされる「人材」が、開発
への意欲を持ち得るかどうか疑問であるともいえ
る。しかも、これらは、あるべき姿としているので
一定の方向性を示しているにすぎず、その意味で、
文部科学省はディプロマには事実上触れていないと
言ってよいであろう ８）。

②　厚生労働省・・職業能力評価基準
このディプロマに関しては、厚生労働省が「仕事
をこなすために必要な「知識」と「技術・技能」に
加えて、「成果につながる職務行動例（職務遂行能
力）」を、業種別、職種・職務別に整理したもの」と
して「職業能力評価基準」を公表している ９）。
この内容は、ある職種①の職務②を能力ユニット
③として分析し、そのユニットごとに能力細目④に
再分析したのち、その能力遂行のための基準⑤とし
て整理し、前提として求められる必要な知識⑥を指
摘している。
2023年４月現在で９職種（主に事務系）と56業種

（現業系）の基準が公表されており、それなりの意味
を持ち得るものであろう。
しかし、残念ながら、この「職業能力評価基準」
に触れた研究は極めて少なく 10）、職業教育に従事し
ている「教育・研究者」にはほとんど注目されてい
ない。本来であれば、この内容作製の根拠となる調
査研究資料などが公表されていて然るべきである
し、公表後もその妥当性に関する研究は、社会に進
展に合わせて基準の変化を展望する意味も含めて続
けられなければならないだろう。
この点に関連して、田中萬年はその著『「職業教
育」はなぜ根づかないのか』の中で、労働行政と文
部行政の乖離の問題に関して、丁寧にかつ鋭く指摘
している 11）。特に、職業に就くことを教育目的とし
てはっきりと位置付けている欧米の教育と日本の教
育の違いや、なぜそうなっているのかを、（旧）教育
基本法の成立過程や、憲法の『勤労』の権利義務規
定への疑問や、近年のキャリア教育への疑問などを
含め、一つひとつの言語の定義 12）をおろそかにせ
ず、歴史を創って行く過程での９つの過失（＋１つ
の過失容疑）として論証している。
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③　≪業界のニーズ≫
この様な細かい業種別の「職業能力評価基準」と
いう観点から言えば、それぞれの業界が、基準の設
定に関与すべきであろうし、標準的な試験評価基準
については業界で定められていなければならないと
もいえる。「職業教育」を行い、当該業界に卒業生を
送り出していく「学校」としては、その意味で「評
価」を業界と学校とが連携して行う必要性もある。
この辺に専修学校での「職業実践専門課程 13）」の中
で定める「企業との連携」の意味がある。ただし、
ここで「企業」となっているのは、個別企業という
意味ではなく、本来は「業種」としてもまとまりで
ある「業界」（専門職団体など）との関係と考えるべ
きであろう。

３．�職業教育における「職務分析」と授業科目の
構成

１）職務内容の分析
職務内容（専門的職務能力）分析は〇〇〇（素材）
や◇◇◇（道具）や△▽△（技術）などのいくつか
の側面から行う必要があるだろう。その側面の第１
は当該の職業がかかわる内容（対象）の種類である。
様々な加工を行う業種であれば、扱う素材の種類
や、その種類ごとにそれぞれがどういう性質を持つ
かに関しての整理は不可欠であろう。（この点は生
産物に関しても同様である。）また、素材は理論的に
は一定の条件があるが、周囲の諸条件によっては扱
い方を変えなければならないこともある。漫然と対
応していると事故につながりかねない。
サービス業であれば、当該サービスに関してサー
ビス対象（顧客・人・動物・等）にはそれぞれどの
様な特性があり、それぞれにどういうニーズを持っ
ているのかを分析整理しておくことは必須要件であ
る。そのためには、基礎的理解として一般的顧客分
析結果の内容を分類内容として整理しておく必要も
ある。さらに個別分析によって、それぞれの固有の
ニーズがある場合も少なくないであろう。これらの
典型例についても分析整理が行われている必要が 
ある。
第２は、技術の内容（使う用具などを含む）分類
である。ものを扱う職種（業種）であれば道具を使
わないということは一般的にはあり得ない。とすれ

ば、どんな道具を使うのか、道具一つ一つに関して、
その道具の持つ機能が整理されているのは当然であ
る。対人援助の場合は、自分自身の心身を道具とす
る場合が多いので、自己分析が欠かせない。
それぞれの道具の扱い方（操作の手順など）に関
しても分析整理が行われているのは必須要件でる。
典型的な場合を中心にしつつも、諸条件で扱い方が
異なる面も含めて、分析内容が整理されている必要
がある。
なお、サービス業種では、コミュニケーションが
中心的になる場合が多いので、使う道具は比較的少
ない。が、近年、特にコンピュータの活用が増えて
いるので、これらの道具、PC用などのソフトの種類
や内容やそれぞれの傾向（バイアス）など、その分
析結果も整理して置く必要がある。また、それらの
道具の扱い方に関しても、同様である。
第３は、実行段階（プロセス・段取り）の分析で
あろう。対象分析や道具の扱い方に関する手順の整
理（分析結果）もある意味では実行段階としての分
析対象となりえる。が、実行段階で特に重要なのは、
一つひとつの仕事に着手してから完成するまでの間
に、その素材に対し、どういう道具を使って、（全体
として）どういう手順で完成に向けて進んでいくの
かというプロセスの管理と実行である。この間に、
直接手を下したり働きかけたりする内容が中心とし
ても、関係者との調整などの環境調整の内容が含ま
れる場合もある。
なお、これらの分析を行うには、その一つ一つの
仕事の完成形を、然るべきレベル（顧客満足など）

図－１　職務内容分析（重層的な）
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で修得していることが必要である。これは言うまで
もなく、出来るだけ高いレベルで修得していること
が望ましい。そのレベルによって職務への取り組み
のレベルが異なってくるからである。一方、この完
成形を低いレベルでしか修得していないと、一つひ
とつの仕事がその場対応になってしまって、適切に
完結しない。これは一定の危険性を予測させる事態
となりえる。
また、先に触れた中教審の専門職大学答申などに
見られる様に、直接の対応技術や実行力の他に、研
究開発力や、管理運営能力が求められる場合もある
だろう。
この様に、専門的職業能力は、ほとんどの場合、
図１「職務内容分析」（重症的な）に見る様により細
かく分類された複数の専門的能力（の要素）の総合
的・統合的組みあわせから成立している考えてよい
であろう。

２）職務内容分析から、授業科目への展開
この様に専門的職業能力を分析した上で、学校で
の職業教育は、「図－２　専門的職業能力と授業科
目との関係」に示す様に、分析整理された内容項目
ごとに、授業科目化していくと考えてよい。職業教
育では「上手に出来るか、下手か、出来ないか」と
いう実践を伴うものであるから、留意が必要なの
は、各授業科目は「職業教育」では、単なる知識科
目ではありえず、全ての科目で何らかの方法で実物

や体験や実技や実習を伴うという点である。一部に
は、分析整理された個別要素をそのまま個別の授業
科目に想定することが難しい場合もある。その場合
は、複数項目が一つの科目にまとまったり、逆に一
つの分類内容をさらに複数の授業科目に分けて学ぶ
という場合もあり得る。
従って、それぞれの授業科目の達成課題は、それ
が一つ一つ達成されないと、他の科目の学びに大き
く影響してくる点に留意が必要である。
このことから、授業展開としてはそれぞれの授業
科目をどの順で学んでいくかが課題となる。また、
職務の実践は総合的（様々な内容を考慮する）、統合
的（複数の要因を一つの実践として展開する）なの
であるから、個々の授業科目での展開と同時に、重
ねて、総合化や統合化の演習的学習も欠かさないよ
うにする必要がある。授業の中で（事例演習などに
よって）総合化や統合化のための回を設ける方法
と、学校行事的な扱いで総合化や統合化について学
ぶ方法などがある。いずれにせよ、何らかの配慮を
しておく必要がある。
授業科目を配列する教育課程（カリキュラム）で
は、学年、学期の授業進行の構造の中に、この構造
を踏まえて配列が必要である。また、同一分類整理
項目を複数の授業科目に分けている場合は、難易度
のレベルに関する配慮も必要となる。
この教育課程（カリキュラム）の編成や時間割の
内容も職業上の資格修得に配慮して作成される必要

図－２　専門的職業能力と授業科目との関係
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がある。この点、系統性などをほぼ問われない大学
などでの一般教養教育の場合とは、相当に異なる。

３）現場実習の重要性
特に、職業教育では実際の実物に触れたり、体験
したりする学習や、実技や実習による学習の比重が
大きくなる。授業中に現物に触れたり体験をする内
容や方法の工夫は重要である。さらに、学内での模
擬実習の進め方が課題となる。が、それらの中でも
特に、現場実習は特に重要な意味を持つ。従って学
内での授業科目個々での体験や実技だけではなく、
授業内容と現場実習の関係も考慮されなければなら
ない。
この点に関しては、ドイツのデュアル教育が参考
になる 14）。ドイツの職業教育は職業専門学校、専門
大学、職業アカデミー等で行われている。このうち、
（徒弟教育の流れを踏まえた）職業専門学校等では、
学校での学習は週１～２日、その他の３～４日は職
場での実務教育を行う。専門大学等でも、学習時間
の相当部分（半年単位等）での実習教育を行ってい
るようである。この点は、米国の専門職養成の大学
院教育などでも、週の半分は現場での実習となって
いる例もあり、国際的な職業教育では現場実習教育
はきわめて大きなウエイトを占めている。
筆者も、週１日現場実習、週４日学内授業という
カリキュラムで学習支援を行った経験がある。その
時の授業では、実習中の体験などに基づく「現場で
やったことと授業内容が違うのだか・・？」といっ
た質問が次々と出て、活性化した授業が行えた経験
がある。
しかし、こうなれば現場実習での学習内容の構成
を含めた学習過程が大きな課題になる。また、その
現場実習において学習支援を行うスタッフの養成や
（就職支援まで含めた）協力体制も重要な課題とな
る。日本においては、実習教育の比重が現在はここ
まで大きくはないが、近い将来にも備えて、現場実
習における学習内容と、授業での学習内容の全体的
な組み立て等、また現場実習における指導者の養成
などは、今後の課題である。

４）個別授業科目の目的（達成課題）から、授業内
容の組み立てへの展開
次の問題は、個別科目の中で達成課題に向けてど
う授業を組み立てるかである。これを示したのが、
図－３「授業科目ごとの達成課題の達成に向けて
（考えていく順序）」である。

この図では、授業を組み立てていく時に、まずは、
割り当てられた、その「①授業科目での実践的能力
の修得」を②学習目的として整理し、そのための③
達成課題を明確にし、④その達成課題は（抽象的な
文言ではなく）具体的に何が出来なければならない
のか、それが出来るかどうかをどう試すか（達成度
測定問題の内容とレベル・試験方法）を確認した上
で、⑤学習内容を整理し、⑥毎回の学習計画を創る
という「授業設計」を始めることを意味している。
特に、④を適切に行わないと達成基準が曖昧に
なってしまい、他の科目に迷惑をかける（担当外の
ことまで教えなければならなくなる）からである。
以上の点は、当然、シラバスによって受講生に事
前に告知されなければならない。ぢたがって、その
授業（科目）の質は、シラバスの評価に関する項目
を見れば、ある程度推測できるとも言えるだろう。

４．達成課題への到達評価の内容と方法
では、どういう内容と方法で評価を行うのか。職
業教育としての達成課題（到達基準）は、卒業時に
実務に着けるまでできているかどうかにかかわる学
習の達成状況の評価が基本である。当然、そこにい
たる授業科目ごとの達成状況評価が前提になる。

図－３　授業科目ごとの達成課題の達成に向けて
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従って、各授業科目における達成状況評価の内容や
方法は、卒業時の（あるいはその時の国家試験など）
評価内容や方法に向けての準備としても展開され
る。従って、以下ではまず卒業時のディプロマを出
すかどうかの達成状況評価の内容と方法について検
討した後で、授業科目別の評価について検討してみ
ることとする。

１）卒業時の到達基準の達成状況評価
職業教育において、卒業時にディプロマを出せる
かどうかを判断する基準は何か。「職業教育」におい
ては、達成状況を評価する「達成度」ではなく、絶
対評価としてできるかできないかの評価が基本であ
る。従って、それぞれの業種ごとに、「職業能力評価
基準」等に示されているように、その内容や基準、
達成度の判定方法が整理（文書化）されていなけれ
ばならない。
この点に関して内容や到達基準、判定方法等を最
も進んだレベルで示しているのは、医学教育におい
て行われている CBT（学科試験・Computer Based 

Testing）と OSCE（実技試験・Objective Structured 

Clinical Examination「客観的臨床能力試験」）という
仕組み 15）だろう。

CBTはともかく、OSCEは、「臨床実習を開始する
前に修得すべき臨床能力を確認する。 16）」実技試験と
して用意されている。医師養成教育の現場実習にお
いては、「医師免許」等を持たないと認められない人
体への侵襲行為も含まれるため、その「仮免許」の
意味もあり、厳密な内容や基準が定められている。
他業種では、その場での直接的な「人体への侵襲」
を伴わない場合が殆どであるから、実習前の段階
で、医学部の OSCEと同様のレベルで考える必要は
ないだろう。しかし、修了時には必要となる。特に、
どの様な職種であれ最終的には人間の作用していく
という点には注目が必要である 17）。

２）到達基準の達成状況評価・内容と方法
内容と方法に関して OSCEから学べるのは、以下
の点である。
①�評価すべき内容領域や評価方法が明確になってい
る。（各医療領域における技術の他に、医師免許に
つながるので、患者への配慮（例・態度を含む。）、

面接（方法・態度）、なども含まれている。）
② �OSCE受験資格がCBT合格など他要件を含めて明
確になっている。（一定の条件を満たさないと
OSCEを受けられない。当然、現場実習に行けな
い。）

③�前提となるCBTを含め、その到達基準の基準値が
定められ公開されている。
④�試験方法について、本試験、追試験、再試験、不
合格等の場合の異議申し立ての仕組みを含め、要
件が明確になっている。（試験実施上の安全管理
を含む）
⑤�試験の評価判定者に関して、評価判定者になる研
修内容や基準が明確になっている。（評価判定者
養成講習の講師基準も含め、更新研修や認定も含
めて）
⑥�実技試験時の模擬患者に関しても研修内容や基準
が明確になっている
⑦�障害、疾病その他の事由を理由として受験上の配慮
を希望する受験者への対応が明確になっている。
これらの①～⑦の内容に関しては、当該職業ごと
にことなるのは当然である。が、その内容の定め方
のレベルなどはともかく、それぞれの職業におい
て、できるだけ具体的でわかりやすい基準が設定さ
れ公開されている必要があるのは言うまでもない。
なお、特に⑤において、それぞれの評価分類の内
容に対して、評価者となれる資格を明記している点
にも注目すべきである。⑤での評価者になる資格
は、事実上、授業担当者としての資格を意味してい
るからである。評価者になれないのでは、その内容
に関する到達基準をよく理解できていないという事
であり、それでは授業担当は困難であろう。

３）筆記試験のみの国家試験の危険性
現実には、筆記試験のみの「国家試験」も少なく
ない。「卒後の特定の職業を想定した達成課題」を想
定した「国家試験」ということになれば、国家試験
の合格が到達水準だとも言える。しかし、残念なが
ら多くの国家試験は択一式などのペーパー試験が中
心であるため、業界の知識水準は保証できても、当
該職業のおける実践能力を保証していない。結果的
に専門職としての実践的能力がない有資格者が多く
なり、その資格そのものの信用性が低いという現象
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も起きている。これをカバーするのが、養成学校に
おける職業教育実践である。したがって、学校にお
ける専門的職業従事者養成教育の中での中心課題
は、実践能力の養成ということになる。
とすれば、職業教育におけるディプロマ・ポリ
シーに達成しているかどうかの「評価」の問題は、
専門職業人養成学校などにおける職業教育の重要課
題となる。
この観点からも、前記 OSCEから学ぶ点は大き

い。かつ、職種や、実習教育の内容にもよるが、実
習配属前や、最終的な卒業時に行われる実技試験の
内容は、当然、各授業科目の試験内容や評価基準に
多大な影響力を持つという意味でも、評価内容や評
価方法は重要である。

４）実技試験の評価方法のポイント
実技試験は、当該の職業に従事するのに、十分な
レベルであるのか判断することを目的として、具体
的に必要な行動を実際に行い評価するという内容の
試験である。そこでは、業務遂行に関する技術・知
識などの総体的能力や、深い専門性、そしてコンプ
ライアンスなどに関しても、問われる。
従って、実技試験は、OSCEレベルまでは至らな

くても、最低限、単にやって見せればよい【視点１】
という内容ではなく、専門職として「できている」
のかを判定しなければならない。従って、「試験の課
題」は単なる見様見真似でできるような内容ではな
く、当該の専門的な行動を誘発するような課題でな
ければならない。言い換えれば、指示された行動を

行うというレベルではなく、当該行動を引き起こす
であろう事例などへの対応という形での試験問題作
成が必要である。この試験問題に対する回答とし
て、具体的な行動という解答を示すことで、その能
力を証明する。
さらに、それに引き続く口頭試問などによって、
対象理解や、道具の選択、使用、説明などを行って
いき、考える力量やその内容が評価される。職業人
として〇●〇●ができるということは、当然、その
行動や使った技術について然るべき専門用語を用い
て言語化（勿論、正確に）できなければならないと
いう事である。【視点２】　さらに、対象理解や取り
組みのプロセスなどに関しては、何故それを行った
かに関しての論理的説明ができることも必要であ
る。【視点３】
これらの関係を図－４「実技試験の行ない方と評
価視点」に示した。実技試験の評価視点は、この３
つである。また、第２・第３の視点に関しては、口
頭試問に対応出来るとともに（国試などの対策も含
めて）専門用語を用いて記述できることも必要で 
ある。

５）実技試験の評価基準
実技試験で問われた内容に関する答え（実技）が、
合格ラインに達しているかどうかの基準に関して
は、実技試験の目標に対応していくつかの評価（方
法）がある。
第１に個々の課題に対する行動（技術）能力であ
る。これに関しては、行うべき分類整理された技術

図－４　実技試験の行い方と評価視点
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項目に対し、その内どれだけの技術項目ができてい
るか（基準となる項目数に達したか）で評価できる。
（技術項目試験）
第２は、当該試験問題への実技での答えは、色々

な行動として示される。とすればその行動の個別の
技術項目だけではなく、全体的な進め方や手順につ
いても、その正確性や効率性（スムーズさ）や論理的
整合性などの観点から、評価される。（展開力試験）
第３は、当該職業として求められる配慮事項に関
して、である。一般的には作業環境や関連用品の管
理や扱い方等、また、対人の場合はコミュニケー
ションの内容や方法、また態度なども問われるであ
ろう。（配慮力試験）
この第１、第２、第３の評価方法としては、第１
に関してはチェックリストなどによるポイント方式
が想定されるが、第２・第３にかんしては、評価す
る視点と回答行動レベルを整理したルーブリック方
式なども想定される。
また、実際の評価に当たっては、試験問題に対し
て実技で答えたあと、主に視点２や視点３に関する
口頭試問をともなう。口頭試問の内容や試問の仕方
についても、判定を左右しないような客観的標準的
「問いかけ」を考慮する必要がある。（この場合の問
答で、言語或いはその他の表現で、ヒントを出した
り、直前の実技にコメントしてはいけない。）
さらに、評価を行う人は複数であることが必要で
ある。学校での評価を行う場合は、厳密に言えば当
該業界として標準を守るために、当該校の教員以外
の人（現場での評価能力を有する人や他校の教員
等）も評価に加わることが望ましい。また後日の検
証や、不服申し立てがあった場合の検討などに耐え
られるように、実技の映像を残すことは当然であ
る。現在のスマホ等 IT機器の能力からすれば、それ
ほど難しいことではない。

６）科目別の達成状況評価（学習効果測定）
それぞれの職業に対応するディプロマを認定する

「職業教育」の最終試験の在り方に関して、実技試験
と学科試験の必要性や、その内容や方法の概略は以
上のとおりである。
では各授業科目の試験に関してはどうなるのだろ
うか。原則的には、最終試験と同様に、実技試験と

学科（知識）試験が必要である。その前提としては、
「職業教育」に関しては、それぞれの授業科目単位で
も、知識を教えるだけの授業科目は成り立たないと
考えるからである。人が日常生活の中で行わなけれ
ばならない（あるいは行いたい）様々なことを修得
していくが、その場合の習得方法として、まずは知
識だけ身に着けてそれから実技という方法をとるだ
ろうか。多くの場合は、まずは目の前の実物を置い
て、それと関わりながら（実際の何らかの行為を行
いながら）必要に応じて、関連する言語知識や、考
え方のストーリーを学んでいくであろう。職業教育
（本来は教育全体）もそれが最も効率的な方法であ
り 18）、個別授業科目も同様である。テキストに言葉
で紹介されている内容の専門用語を覚えるよりは、
実物体験の方がはるかに記憶しやすい。行動に関し
ても同様であって、体を動かして全身で学んだ方が
効率的に（総合的かつ統合的に）修得できる。記憶
しやすいのだから、国家試験対策としても有効で 
ある。
従って、試験方法も基本的には卒業試験と同様で
ある。勿論、試験内容の範囲は当該授業科目が扱う
行動（実技・実体験）とそれに関する知識（用語・
論理）に限られているので、簡便な展開になる。
一人の教員が、40人等の学生の実技を見切れない
とか、色々と出来ない理由を並べるのは難しくな
い。しかし、実技自体のポイント評価などは、学生
同士でのチェックもありえる。実技に関する口頭試
問は、個別授業科目では多くの場合、内容が限定さ
れているので、実技終了後に行う評価視点２及び３
に関する記述試験に振り替えてもよいだろう。ま
た、展開力や配慮力に関しては、撮影された動画
（視点や範囲を指定して学生同士で撮影するのもあ
りるだろう）を確認しながら、採点を行っていけば
よい。勿論時間はかかるが、実技の制限時間を２～
３分にしておけば、40人分として基本的には80分～
120分×２（視聴時間＋判定時間）＝２時間半～４
時間程度で採点可能であろう。この程度であれば、
制限文字数にもよるがレポートの採点とあまり変わ
らない。
なお、個別授業科目でも評価は複数の目線からの
評価が望ましい。教員としては大変であるが、他の
教員の授業に関わるというのは非常に学習になる場
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合が多い 19）。

７）普通教育と職業教育の評価方法の違い
「職業教育」における評価については以上の如く
であるが、その特徴をより明確にするために、普通
教育における評価との違いについて確認しておく。
この点については、本論その１における比較表 20）で
以下のように整理している。
職業教育：実務において当初想定されていない応用
業務を含め、当該業務ができる様になる。（実技試
験、応用問題への対応案作成）
教養教育（市民教育 21））：知識等を修得している。一
定の問題解決能力を修得する。（知識修得度の測定
試験。論文。）
この比較はかなり荒っぽい比較であるが、教養教
育においても、本来は単に知識修得だけを指してい
ない点に注目して欲しい。しかし、日本では、現実
には、正誤で判定される知識（暗記した言語）の量
だけが問題となる。最近はさすがに、知識の量（正
誤）だけを問う択一試験の問題点が指摘されてい
る。しかし、具体的改善はほぼ進んでいない 22）。
これに対し、職業教育における評価はどうなって
いるかが問題である。残念ながら、国試に受かるこ
とがまずは先決とばかり、知識の詰込み教育が横行
している傾向がみられる。本稿では、それでは実際
の職業として成り立たなくなる危機を指摘し、実技
試験（評価）の重要性、ひいてはその評価に合格す
るに至る学習支援方法について触れてきた。
職業教育では、本来実技・実務が問題になるはず
なのに、知識修得で事足れりとするような傾向に
なっているのは、やはり教員集団の傾向が大きいで
あろう。つまり、教員自身が、知識詰込み教育しか
受けてきてないので（しかも、教員になるにはその
流れをうまく乗り切った人である場合が多いので）、
知識詰込みに疑問を持たないからであろう。

５．残された課題
１）「評価方法」から見える「教育」の課題
評価を考える段階で見えてきたことは、知識の量
だけを問うのでは、（人間として）社会的に生きてい
くための素養として不十分であるということであ
る。しかしその点に気が付きつつも、一定の問題解

決などに至る論理的な思考を確認する試験問題とそ
の採点基準を創れない（共通理解に至らない）でい
るというのが日本の現実であろう 23）。
という事は、それ（問題解決やそれに基づく人間
としての生き方）などにつながる、学び方や楽しみ
方（本来、新発見が連続する学習は楽しいものはず
である。）の学習支援（教育）方法が確立していない
ということを意味している。結果として行われてい
る教育は、単に言葉（知識）を暗記させる訓練だけ
でしかない。教育方法としてはいかに暗記をうまく
進めるかという工夫ばかりが進むことになる。しか
し、単なる知識について、○×で答えるというよう
な試験問題については、そもそも厳密な意味で評価
に値するかどうかはそれ自体が疑問と言ってよいだ
ろう。知識は使えなければ意味がないのだから、そ
の使い方こそが評価されなければならない 24）。
その意味で、「普通教育」ではなく、寧ろ「職業教
育」で行われる学習支援方法、評価方法などに、人
生をリアルに楽しめる方向が示されていると考えら
れる。

２）「職業教育」への統合という展望
そもそも、学習に関する国際的理解は、学習支援
を「普通教育」と「職業教育」とにわけて考えると
いう発想法がない。この点に関しては本論その１で
触れた「学習の５つの柱 25）」や高等教育国際宣言第
１条 26）に見る様に、全ては職業を前提に統合的に考
えられている。とくに高等教育世界宣言では、職業
上の「資格」付与が第１条の最初に掲げられていて、
これに関連して、生涯学習や、研究開発、社会貢献、
諸文化の理解などの必要性に触れられている点は、
注目は必要であろう。この点からは、日本の中等教
育（特に職業教育を全く行わない、普通科の高校の
教育）に関しての不毛性（原因は大学への進学の仕
方（入試）が大きいと考えられる。）が問われるであ
ろう。事実上、誰でも入れる大学に進学するために、
何故３年間（18歳という年齢）が必要なのであろ 
うか。

３）残された課題
本稿での残された課題としては、まず第１に、職
業教育における実技試験の内容や方法、更にどう実
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践に展開して行くかについてのさらなる検討が必要
となるだろう。この点については今後、事例研究等
を積み重ねていく必要がある。また、関連してルー
ブリックの開発研究も必要なるだろう。この点に関
する発展状況は、シラバスで表現されることとな
る。従って、シラバスの内容を見れば、その授業の
質が分かるともいえる。
第２の課題として現場実習での学習内容と方法、
現場実習のおける学習支援者の養成や、就職とのリ
ンクなど、現場実習での学習支援の在り方に関する
研究である。
第３の課題は、第２とも関連しつつ、個別職業領
域単位での研究になるが、「職業能力評価基準」の内
容についてである。基本的に言語で表現されいるの
で、実際の行動がどうなっているのかや、更に現状
との整合性などに関して、教育方法や達成度評価の
方法などとの組み合わせを含めて検討の余地が 
ある。
第４の課題としては、急激に変化していく社会の
中で、個別の職業の内容や達成課題がどう変化して
いくのか、同時に、新たに生まれてくる職業の内容
や達成課題や、なくなっていく職業に関しての転職
教育の研究等である。特になくなっていく職業も含
めて、総合的な「職業」の変化、例えば労働と余暇
等についての研究も求められるであろう。
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